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市内経済の状況及び税収への影響について 

１ 景気動向全体 

内閣府「月例経済報告」 

7月19日に発表された「月例経済報告」では、景気は、新型コロナウイルス

感染症の影響により、依然として厳しい状況にあるなか、持ち直しの動きが続

いているものの、一部で弱さが増している。 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じ、ワクチン接種を促進するなか

で、各種政策の効果や海外経済の改善もあって、持ち直しの動きが続くことが

期待される。ただし、感染の動向が内外経済に与える影響に十分注意する必要

がある。また、金融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。 

２ 市内経済の状況・動向 

（１）資金繰りの状況について 

無利子・無担保の川崎市新型コロナウイルス感染症対応資金は、令和 3

年 3 月 31 日で認定・保証の受付が終了した。市金融課（溝口事務所を含

む。）、市信用保証協会、中小企業サポートセンターの融資を中心とした相

談累計件数は、7月 30 日現在で 21,594 件(うち、令和 3年 4月 1日～7月

30 日は 1,005 件)となっており、制度融資の申込みのためのセーフティネ

ット保証等の認定累計件数は、7月 30 日現在で 12,307 件となっている。 

議題２
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・金融課の相談・保証等認定件数（7月 30 日現在）

相談件数 保証等認定件数 

21,594 件(先週比+55 件) 12,307 件(先週比＋32 件)

金融課、溝口事務所、信用保証協会、中小企業サポートセンターにおける相談受付件数 

（令和２年２月４日から累計、相談開始は１月３０日） 

金融課、溝口事務所におけるセーフティネット保証等の認定件数 

（令和２年３月３日から累計、認定開始は３月２日） 

（7 月 30 日現在 金融課作成）

0
200
400
600
800
1000
1200

2/
19

2/
26 3/
3

3/
9

3/
15

4/
12

5/
10

6/
14

7/
26

8/
23

9/
22

10
/1
8

11
/2
3

12
/2
7

1/
24

2/
21

3/
21

4/
11

4/
25 5/
9

5/
30

6/
13

6/
27

7/
11

7/
25

新型コロナウイルスに関する相談件数の推移
（1週間の件数）

4 9 212

785
1730

4549
6793

8174
9324

10385
11909
12859
13399
13786

14202
14675
15072
15988
16517
16908

17527
18031
18760
19436

20535
20809
20858
20910

20957
21171
21348
21448
21594

0
5000
10000
15000
20000
25000

2/
19

2/
28 3/
9

3/
22 4/
5

5/
3

5/
24 6/
7

6/
21 7/
5

8/
2

8/
30

9/
13

9/
27

10
/1
1

10
/2
５

11
/8

12
/6

12
/2
0

1/
10

1/
31

2/
14

2/
28

3/
14

3/
28

4/
11

4/
18

4/
25 5/
5

6/
6

6/
27

7/
11

7/
30

新型コロナウイルスに関する相談件数の推移
（累計件数）



3 

 また、信用保証協会が市内企業からの申し出により保証を承諾

した承諾件数は、7月 30 日現在までに 9,829 件、金額は 

1,900 億 9,151 万円となっており、業種別状況（内訳）としては、

上位から建設業（全体の 32.2％）、サービス業（全体の 20.7％）、

製造業（全体の 15.0％）、飲食業（全体の 9.4％）となっている。 

・信用保証協会の保証承諾件数（7月 30 日現在） 

件数 金額 

危機関連保証 

セーフティ 4号・5号 
1,313 件   400 億 9,312 万円 

無利子・無担保(※) 8,475 件 1,492 億 5,639 万円 

コロナ対応伴走支援型

経営改善資金 
41 件 7 億 4,200 万円 

合計 
9,829 件 

（先週比＋11 件） 

1,900 億 9,151 万円 

（先週比＋1億 7,150 万円） 

信用保証協会が市内企業からの申し出により保証を承諾した件数 

（令和２年３月１２日から累計） 

※ 川崎市新型コロナウイルス感染症対応資金の保証承諾は、令和 3年 5月末で終了 

・保証承諾の業種別状況（7月 30日現在）       （単位 件、％）

業種 保証承諾件数 全体に占める割合 

建設業 3,169 32.2％

サービス業 2,030 20.7％

製造業 1,478 15.0％

飲食業 924 9.4％

卸売業 877 8.9％

小売業 708 7.2％

不動産業 324 3.3％

運送倉庫業 286 2.9％

その他 33 0.4％

合 計 9,829 100.0%

（比率は少数点以下第 2位で四捨五入） 
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（２）景況感について 

川崎信用金庫「中小企業動向調査（2021 年 4-6 月期）」（6 月上旬

調査、6 月 29 日発表）では、川崎市内中小企業の景況感を総合的に

示す業況 DI（業況判断指数）は、前期比 11.0 ポイント増の△21.2 の

改善となっている。 

（出所：川崎信用金庫「中小企業動向調査」） 
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（３）雇用の動向について 

7 月末に発表された神奈川労働局「有効求人倍率」（月末調査、

毎月 1 日頃発表 2 か月前時点の情報、川崎・川崎北公共職業安

定所管内）は以下のとおり。 

・有効求人倍率の推移(川崎市) （単位 人・倍）  

12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 

有効求人数 14,699 14,510 14,789 14,947 14,382 13,908 14,004

有効求職者数 19,923 19,506 19,893 21,051 22,666 22,532 22,046

有効求人倍率 0.74 0.74 0.74 0.71 0.63 0.62 0.64

（出所：川崎・川崎北公共職業安定所「統計月報」） 

３ 本市の契約手続に関する取組等について 

（１）市内中小企業者の受注機会の増大及び事業の早期発注

の取組について（庁内各局宛て通知） 

（概要）中小工事の早期の発注等により、施行時期の平準化を図るこ

と等によって、市内中小企業者に対し特段の配慮を払い、受注

機会の確保・増大等に努める。 

 R2.2.18 文書発出 

 R2.3.25 一層の市内中小企業者の受注機会の増大に努めるよう、 

「市内中小企業者への優先発注の徹底について」 

庁内各局へ通知。 

 R2.3.31 公共工事については、上半期の執行率 80％を目指すよう、 
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「令和２年度予算執行方針について」庁内各局へ通知。 

R2.8.28  より一層の市内中小企業者の受注機会の増大に努め 

るよう、「市内中小企業者への優先発注の徹底について」 

庁内各局へ通知。 

R2.8.28  公共工事について、令和３年度契約に向け、 

「発注・施工時期の平準化及び適正な工期の確保につい 

て」 

庁内各局へ通知。 

R2.10.23  再度、より一層の市内中小企業者の受注機会の増大に 

努めるよう、 

「市内中小企業者への優先発注の徹底について」 

庁内各局へ通知。 

R3.2.12  令和３年度予算の執行に当たっても、中小工事の早期  

の発注等により、施行時期の平準化を図ること等によっ 

て、市内中小企業者に対し特段の配慮を払い、受注機会 

の確保・増大等に努めるよう、 

「市内中小企業者の受注機会の増大及び事業の早期発注 

の取組について」庁内各局へ通知。 

R3.3.31 公共工事については、上半期の執行率 80％を目指すよう、 

「令和３年度予算執行方針について」庁内各局へ通知。 

R3.7.8  より一層の市内中小企業者の受注機会の増大に努め 

るよう、「市内中小企業者への優先発注の徹底について」 

庁内各局へ通知。 
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（２）本市契約における施工中の工事及び業務の一時中止措

置等について（本市登録業者、各業界団体、庁内各局宛

て通知） 

（概要）受注者から、工事または業務の一時中止や履行期間の延長の

申し出がある場合に、契約に基づき一時中止、履行期間の延長、

契約内容の変更等の対応を行う。 

 R2.3.2  文書発出 

 R2.3.12 本通知対応の延長（3.19 まで）文書発出 

 R2.3.23 当面の間、本対応を継続する旨の文書発出 

 R2.4.8  緊急事態宣言を受けて、引き続き本対応を行うほか、施

工中の工事現場における感染症の拡大防止策等について

周知。 

 R2.5.27  緊急事態宣言の解除後においても、引き続き本対応を

行うほか、施工中の工事現場における感染症の拡大防止

策等について周知。 

R3.1.8  緊急事態宣言を受けて、令和２年４月の緊急事態宣言時

と同様の対応を行うほか、施工中の工事現場における感染

症の拡大防止策等について再度周知。 

R3.3.24  緊急事態宣言の解除後においても、引き続き本対応を 

行うほか、施工中の工事現場における感染症の拡大防止策

等について周知。 

R3.4.23 まん延防止等重点措置を受けて、引き続き本対応を行う

ほか、施工中の工事現場における感染症の拡大防止策等に

ついて再度周知（まん延防止等重点措置を実施すべき区域

が拡大され、神奈川県が対象区域となる。）。 
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R3.6.3 R3.4.23 付け通知対応の延長（6.20 まで）について、文

書発出。 

R3.6.23 R3.4.23 付け通知対応の再度の延長（7.11 まで）につい

て、文書発出。 

R3.7.16 R3.4.23 付け通知対応の再度の延長（8.22 まで）につい

て、文書発出。 

工事及び業務の一時中止措置等の申出 ３５件 

全ての工事及び業務は再開済み（令和３年７月３１日現在） 

４ 市税等への影響 

（１） 税制改正等 

① 緊急経済対策における税制上の措置について（地方税 

  関係） 法律施行日：令和 2年 4月 30 日 

  ア 徴収の猶予制度の特例 

    [税目]全て  ※ 県交付金にも影響 

  [対象]個人・法人 [影響発現時期]即時 

  イ 中小事業者等が所有する償却資産及び事業用家屋に係る固

定資産税等の軽減措置 

[税目]固定資産税・都市計画税（家屋）、固定資産税（償却

資産） 

[対象]個人・法人 [影響発現時期]Ｒ３ 

⇒この措置による減収額については、全額国費で補填。

  ウ 生産性革命の実現に向けた固定資産税の特例措置の拡充・

延長 

    [税目]固定資産税（家屋・償却資産） 
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  [対象]個人・法人 [影響発現時期]Ｒ３～ 

⇒今回の拡充・延長による減収額については、全額国費で補填。 

  エ 自動車税・軽自動車税環境性能割の臨時的軽減の延長 

    [税目]軽自動車税環境性能割   

※ 環境性能割交付金にも影響 

  [対象]個人・法人 [影響発現時期]Ｒ２．１０～Ｒ３．３ 

⇒この措置による減収額については、全額国費で補填。

  オ その他 

  ・ イベントを中止等した主催者に対する払戻請求権を放棄し

た者への寄附金控除の適用に係る個人住民税における対応 

    [税目]個人市民税 

  [対象]個人    [影響発現時期]Ｒ３～ 

・ 住宅ローン控除の適用要件の弾力化に係る個人住民税におけ

る対応 

    [税目]個人市民税 

  [対象]個人    [影響発現時期]Ｒ１３～ 

   ⇒住宅ローン控除による個人住民税の減収額は、地方特例交

付金により全額国費で補填。 

  ・ 欠損金の繰り戻しによる還付の特例 

[税目]法人市民税 （法人税に対する特例が、法人市民税へ

影響を与えるもの） 

[対象]法人    [影響発現時期]Ｒ３～ 

② 令和３年度税制改正について（主なもの）

  ア 令和３年度に限り、負担調整措置等により税額が増加する

土地について、前年度の税額に据え置く特別な措置 

    [税目]固定資産税・都市計画税（土地） 

  [対象]個人・法人 [影響発現時期]Ｒ３ 

  イ 自動車税・軽自動車税環境性能割の臨時的軽減の延長 

    [税目]軽自動車税環境性能割   
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※ 環境性能割交付金にも影響 

  [対象]個人・法人 [影響発現時期]Ｒ３．４～Ｒ３．１２ 

⇒この措置による減収額については、全額国費で補填。 

ウ 住宅ローン控除の見直しに係る個人住民税の対応 

    [税目]個人市民税 

  [対象]個人    [影響発現時期]Ｒ１４～ 

   ⇒住宅ローン控除による個人住民税の減収額は、地方特例交

付金により全額国費で補填。 

（２）税制改正に係る市税等への影響について 

上記（１）のうち、①ア 徴収の猶予制度の特例については、全て

の税目が対象となり、即時に影響が発現する。それ以外については概

ね令和３年度以後に影響が出るものとなっている。 

（３）市税収入への影響について 

徴収猶予の特例制度及びその他の猶予制度については、市ＨＰの

掲載（R2.3.16「新型コロナウイルス感染症の影響により市税の納付

が困難な方へ」）や報道発表（R2.3.26「市税の猶予制度の相談を受け

付けています」、R3.5.28「新型コロナウイルス感染症の影響等により

納税が困難な方の相談を受け付けています」）、金融機関等への案内

リーフレットの配布により市民向けの広報を実施している。 

〇徴収猶予の特例制度の適用実績（確定） 

 許可件数     ３,１７９ 件 

 適用税額 １２億７,９８１万円 

〇徴収猶予の特例制度の収入状況（令和３年６月末現在） 

適用税額 収入済額 収入未済額 

１２億７,９８１万円 ６億８,９９８万円 ５億８,９８３万円 


